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議 員 提 出 議 案  

人 事 案 件  

かすがい市議会だより 

補正予算・条例など24件を可決・同意 

平成17年第5回定例会 

　平成17年第∞回定例会は、11月29日から12月15日ま
での17日間の会期で開催しました。
　定例会には、平成17年度一般会計及び特別会計補正
予算§件、条例¶件、一般議案¶件、議員提出議案™
件、人事案件™件が提出され、原案のとおり可決、同
意しました。
　また請願™件のうち、¡件は採択、¡件は不採択と
なりました。
　なお一般質問は、12月12日・13日に14名の議員が市
政の課題について、当局の考え方をただしました。

 
　総額1,428万3,000円の補正予算です。
　その内訳は、一般会計が6,895万2,000円を減額補正
するものです。特別会計では、介護保険事業が5,096万
2,000円、潮見坂平和公園事業が928万8,000円、松河戸
土地区画整理事業が49万円、勝川駅周辺総合整備事業
が289万7,000円、公共下水道事業が1,959万8,000円をそ
れぞれ増額補正するものです。
　補正予算の主な内容については、給与改定等に伴う
人件費や介護保険制度改正に伴うシステム修正等です。

 
▽行政手続等における情報通信の技術の利用に関する
　条例 
　申請、届出その他の手続などを情報通信の技術を利
用する方法により行うことができるようにするために
定めるものです。 
▽議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例等の
一部を改正する条例 
　市議会議員、特別職職員及び常勤監査委員の期末手
当を改定するものです。 
▽職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 
　国家公務員の給与改定に準じ、職員の給与を改定す
るものです。 
▽個人情報保護条例の一部を改正する条例 
　個人情報の安全確保の措置の対象者の拡大、罰則の
新設などの規定を整備するものです。 
▽児童遊園の設置および管理に関する条例の一部を改
正する条例 
　桜佐町地内において児童遊園を廃止するものです。 
▽春日井都市計画事業松河戸土地区画整理事業施行条
例等の一部を改正する条例 
　土地区画整理法の一部改正に伴い、規定を整備する
ものです。 

▽企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一
部を改正する条例 
　通勤手当を支給する職員の範囲を改めるものです。 
 
 
 
▽町の区域の変更 
　勝川駅前土地区画整理事業の施行に伴い、町の区域
を変更するものです。 
▽子どもの家の指定管理者の指定 
　子どもの家（17カ所）の管理業務を指定し、行わせる
ものです。 
　指定団体　社会福祉法人春日井市社会福祉事業団 
　　　　　　特定非営利活動法人学童保育所イルカク
　　　　　　ラブ 
▽勝川駅前地下駐車場の指定管理者の指定 
　勝川駅前地下駐車場の管理業務を指定し、行わせる
ものです。 
　指定団体　㈱アーバン・ルネサンス勝川 
▽勝川駅南口立体駐車場の指定管理者の指定 
　勝川駅南口立体駐車場の管理業務を指定し、行わせ
るものです。 
　指定団体　㈱アーバン・ルネサンス勝川 
▽愛日地方教育事務協議会を設置する市町の数の減少
及び愛日地方教育事務協議会規約の変更 
　協議会から師勝町及び西春町を脱退させることとし、
協議会規約を変更するものです。 
▽愛日地方教育事務協議会を設置する市町の数の増加
及び愛日地方教育事務協議会規約の変更 
　協議会に北名古屋市を加入させることとし、協議会
規約を変更するものです。 
▽尾張農業共済事務組合を組織する市町の数の減少及
び尾張農業共済事務組合規約の変更 
　組合から師勝町及び西春町を脱退させ、組合に北名
古屋市を加入させることとし、組合規約を変更するも
のです。 
 
 
 
　定例会最終日に議員提出議案２件を提出し、審議し
ました。 
▽「真の地方分権改革の確実な実現」についての意見書 
▽公共工事における建設労働者の適正な労働条件確保
についての意見書 
 
 
 
　固定資産評価審査委員会委員の任期満了に伴い西村 
英文氏、佐治昌子氏の選任に同意しました。 
 

条 例  

一 般 議 案  

補 正 予 算  
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請 願 審 議  

補正予算…………6件

○平成17年度一般会計補正予算……………………………………………………………………原案可決（賛成多数） 

○平成17年度介護保険事業特別会計補正予算……………………………………………………原案可決（全会一致） 

○平成17年度潮見坂平和公園事業特別会計補正予算……………………………………………原案可決（賛成多数） 

○平成17年度春日井都市計画松河戸土地区画整理事業特別会計補正予算……………………原案可決（賛成多数） 

○平成17年度勝川駅周辺総合整備事業特別会計補正予算………………………………………原案可決（賛成多数） 

○平成17年度公共下水道事業特別会計補正予算…………………………………………………原案可決（賛成多数） 

条　　例…………7件 

○行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例……………………………………原案可決（賛成多数） 

○議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例等の一部を改正する条例…………………原案可決（賛成多数） 

○職員の給与に関する条例の一部を改正する条例………………………………………………原案可決（賛成多数） 

○個人情報保護条例の一部を改正する条例………………………………………………………原案可決（全会一致） 

○児童遊園の設置および管理に関する条例の一部を改正する条例……………………………原案可決（全会一致） 

○春日井都市計画事業松河戸土地区画整理事業施行条例等の一部を改正する条例…………原案可決（全会一致） 

○企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例……………………原案可決（全会一致） 

一般議案…………7件 

○町の区域の変更……………………………………………………………………………………原案可決（全会一致） 

○子どもの家の指定管理者の指定…………………………………………………………………原案可決（全会一致） 

○勝川駅前地下駐車場の指定管理者の指定………………………………………………………原案可決（全会一致） 

○勝川駅南口立体駐車場の指定管理者の指定……………………………………………………原案可決（全会一致） 

○愛日地方教育事務協議会を設置する市町の数の減少及び 

　愛日地方教育事務協議会規約の変更……………………………………………………………原案可決（全会一致） 

○愛日地方教育事務協議会を設置する市町の数の増加及び 

　愛日地方教育事務協議会規約の変更……………………………………………………………原案可決（全会一致） 

○尾張農業共済事務組合を組織する市町の数の減少及び 

　尾張農業共済事務組合規約の変更………………………………………………………………原案可決（全会一致） 

議員提出議案……2件 

○「真の地方分権改革の確実な実現」についての意見書…………………………………………原案可決（賛成多数） 

○公共工事における建設労働者の適正な労働条件確保についての意見書……………………原案可決（全会一致） 

人事案件…………2件 

○固定資産評価審査委員会委員の選任の同意……………………………………………………同　　意（全会一致） 

○固定資産評価審査委員会委員の選任の同意……………………………………………………同　　意（全会一致） 

 

◇上程議案と審議結果◇  

第　5　回　定　例　会 

　第∞回定例会に、™件の請願が提出され、委員会に
付託し、審査しました。
　その後、本会議で委員長の審査結果報告の後、採決
し、結果は次のとおりです。
▽公共工事における建設労働者の適正な労働条件確保
　についての請願書…………………………………採択
▽保育の充実を求める請願書……………………不採択
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子供の安全対策について 

公共交通について 

ボランティアの支援施策について 

シックハウス、シックスクール対策に 
ついて 

かすがい市議会だより 

【質問】子は国の宝、みな我が子、子の安全確保は政
治の責務、毎日のように子の悲しい事故、事件が起き
ている。子の列に車、下校時の悲劇、事が起きてから
の対応、この現状を踏まえ、かつて児童の登下校の列
の1人1人へ笑顔で声をかけ親しみと信頼のあった緑
のおばさんの復活を今こそあってほしい。緑のおばさ
んへの絶大な信頼の絆を知る者として市の考えを問う。 
 
【答弁】現在、交通安全を目的とした通学指導は、Ｐ
ＴＡや町内会の交通安全委員を始めとしたボランティ
アの皆さんにお願いをしており、今後もこのような地
域と一体となった交通安全活動を推進していきます。 
　また、このほか、さまざまな危険から子どもを守る
ため「スマイルネッ 
トかすがい」「子ども 
110番」などボランテ 
ィアによる取り組み 
を推進していきます。 
 
 
 
 
 
 
【質問】建材や塗料、備品等から放散される化学物質
による室内空気汚染を防ぐため、①春日井市において
も、建物の建設時から完成後の使用、管理に至る総合
的な取り組みを定めた「公共建築物シックハウス対策
指針」が必要ではないか。②特に、小中学校における
シックスクール対策は、きちんとなされているのか。
③保育園においては、同対策は行われているのか。 
 
【答弁】①揮発性有機化合物等によるシックハウス対
策を効果的に進めるため、指針等の策定に向け総合的
な取り組みを検討します。②改修等工事や備品購入に
は、揮発性有機化合物の放散量が少ないものの配置に
努めるとともに、教室の換気扇設置等、健康的な環境
の確保に努めてまいります。③増改築等の場合、建築
基準法に基づく対策を講じており、今後は策定される
指針に基づき、より安全性を確保していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】かすがいシティバス・はあとふるライナー運 
行から3年が経過し市民生活に定着してきましたが、
地域間格差など問題点もあります。 
　篠木四ツ谷土地区画整理事業の進捗で県道が開通し
周辺地域が活性化発展してきました。公共施設や病院、
買物など日常生活に必要な身近な足としてシティバス
の運行が望まれます。路線の見直しについて問う。 
 
【答弁】シティバスの運行路線見直しについては、土
地区画整理事業等により新たに開通した道路状況等を
含め、全体的な視点に立って、市民の皆様からの意見
を踏まえながら慎重に検討していきます。 
　また、民間バス事業者にも路線の新設等を働きかけ
ていきます。 

質問者　田中　康則 
子供の安全対策について 

質問者　黒田　龍嗣 
公共交通について 

質問者　山際　喜義 
ボランティアの支援施策について 

質問者　中藤　幸子 

シックハウス、シックスクール対策に 
ついて 

一般 
質問 
一般 
質問 

市政全般にわたる問題について質問します 

1

2

3

4

　今回の定例会では、14名の議員が市の考え方や方針など、市政全般にわたり27項目の一般質問を行いました。一般 
質問は、市当局に対し施策・事業などの現状や将来計画の考え方など、市民に密着した問題をただすため行うもので 
す。各議員の質問と当局の答弁を、要旨で掲載しています。 

（一般質問については、質問者から提出された原稿で掲載しています。） 
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指定避難場所である小学校での地下水 
利用について 

少子化対策と構造改革特区について 

総合的な学習の時間について 

【質問】ボランティアの支援施策として活動を評価す
る仕組みが必要。ＥＸＰＯエコマネーは、60万人の参
加があった。市民のボランティア活動にポイントを与
え、ボランティア支援センターで管理、市民はインタ
ーネットや携帯電話でポイントを確認できるようにし、
さらに多くの参加者を誘発する。このようなボランテ
ィアポイント評価システムについての考えを問う。
 
【答弁】「春日井市ボランティア活動推進基本計画」に
もありますように、地域通貨、エコマネーがボランテ
ィア活動や地域のコミュニティ活動促進の有効な手法
の一つであると認識しており、ポイント制度の導入は
ボランティア活動のきっかけとして大いに効果がある 
と見込まれま 
すので、先進 
事例を参考に 
今後調査研究 
を進めてまい 
ります。

 
 
 
 
 
 
 
【質問】私たちの住むまちは、いつ起きるか分からな
い東海・東南海地震におびやかされている。現在、指
定避難所である小学校は水道を使っており、断水時の
対応を貯水槽・給水車・ペットボトルの水などに頼っ
ている。非常災害時に井戸があれば生活水が確保でき
る。また、学校教育の場で井戸の有効利用ができるの
ではないか。井戸設置を小学校にできないかを問う。
 
【答弁】愛知県では条例により地盤沈下等を抑制する
ための揚水規制がされており、本市も第三規制区域と
なっております。県内の規制区域内の自治体で震災用
の井戸が設置されているところもありますが、揚水規
制がされている中で、災害用とはいえ井戸を整備する
ことには若干問 
題もありますの 
で、今後の地盤 
沈下の状況等を 
踏まえて検討し 
たいと考えてお 
ります。

【質問】少子化現象は大きな問題である。その流れが
今日の様々な問題を惹起しているともいえる。今まで
の少子化対策の更なる充実と家庭や家族を持つこと、
子育ての喜びに視点を置いた施策が必要と考える。 
　地方に与えられた構造改革特区を生かすことにより、
更にこの種の施策を推進することができると思う。 
　少子化対策と構造改革特区に対する取り組みを問う。 
 
【答弁】本市の少子化対策は、平成17年£月に64の新
規事業等を含めた247事業を体系化した次世代育成支
援対策行動計画を策定し、総合的、計画的に推進する
こととしております。また特区については、事業者の
提案が重要であり、関連した情報の提供に努め、申し
出があれば速やかに対応 
します。さらに、施策を 
点検し、申請可能な特区 
を引き続き検討します。

【質問】総合学習は、各小中学校単位で創意工夫を生
かしながら具体的な学習活動をすることと定められて
いますが、学力低下の懸念と社会情勢の変化が激しい
昨今、総合学習をさらに充実した有意義な授業にして
いくためには、学校間の違いを穴埋めする統一したカ
リキュラムを作るなど、方向性を定めることも必要と
考えますが、当局のご所見をお伺いいたします。
 
【答弁】総合学習は、自ら課題を見つけ、自ら学び、
自ら考え、自主的な問題解決能力を育てることなどを
ねらいとして、各学校が創意工夫し「国際理解教育」で
は外国人との交流、「福祉教育」では施設訪問のボラン
ティア活動、「環境教 
育」などさまざまな学 
習に取り組んでいます。 
今後も各学校が独自性 
を発揮し、地域との交 
流、体験的な活動を通 
してコミュニケーショ 
ン能力、自己表現力な 
どを培う教育を指導し 
ます。 

質問者　長谷川　健二 

指定避難場所である小学校での地下水 
利用について 

質問者　伊藤　太 

少子化対策と構造改革特区について 

質問者　林　克巳 

総合的な学習の時間について 
5

6

7
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フェロシルトの問題について 

福祉行政について 

水道事業について 

障害者自立支援法の取り組みについて 

かすがい市議会だより 

 
 
 
【質問】障害者自立支援法が平成18年4月から施行さ
れることとなったが、制度の改正や利用者負担の変更
などの周知方法や審査会の設置など今後どのように進
めるのか。特に市町村事業に位置づけられている相談
・移動支援などの地域生活支援事業への取り組み、及
び障害者が自立した生活をしていくための就労確保に
ついて、市としての考えを問う。 
 
【答弁】制度改正等の周知については、広報に掲載す
るほか、関係団体や一般を対象とした説明会を開催し
ます。審査会については、医師等、障害に関して適正
な判断ができる人材を選定します。地域支援事業につ
いては、今後の政省令の提示を待って事業内容等の具
体化を図ります。また、就労支援については、ハロー
ワークなどと連携を図り取り組んでいきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】老朽化した施設整備や耐用年数を迎える水道
管の更新整備など良好な維持管理が求められる。運営
形態の多様化、更新における資金確保が懸念される。 
　維持管理時代の対応と安全・安心の日常、緊急・非
常時の供給体制を問う。また、経営・技術の両面にわ
たる運営基盤の強化が期待される。公営企業として官
・行政の役割、民間活用についての見解を問う。 
 
【答弁】拡張の時代から維持の時代といわれる中、事
業の指標となります水道ビジョンの策定に着手いたし
ました。この策定とともに維持管理、施設の更新計画
等につきましても、中長期的な経営管理との整合性を
図りつつ適正に進めてまいります。また、水道は市民
生活に直結した事業であり、今後も安全安心な水の供
給に行政としてその役割を果たしてまいります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】石原産業が製造した有害物質を含む土壌埋め
戻し材のフェロシルトが、近隣に投棄されている。瀬
戸市北丘町から庄内川へ、小牧市大草から生地川へと
水が農業用水に流入しているので、次の3項目につい
て問う。①これまでの市の対応。②悪影響が考えられ
る地域の水質と土壌検査の実施。③5月15日の撤去命
令より早め、苗代前の撤去を県・企業に求めること。 
 
【答弁】平成17年10月17日県知事に全量撤去、流出防
止対策を要望し、さらに苗代前の早期撤去を要望しま
した。水質検査の結果、農業用水について六価クロム
は検出されませんでした。また水道水につきましては、
水質確保が最優先課題であり、定期的に水源井戸の検
査を行っていますが、六価クロム等は基準値を大きく
下回っています。なお今後瀬戸・小牧市に関わる土壌
検査等の実施も検討していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】本市では、被爆者が広島、長崎の原爆病院で
健康診断等を受ける場合、交通費の助成を行っている。 
　しかし被爆者から、高齢化が進み、本人だけでは今 

質問者　伊藤　裕規 

フェロシルトの問題について 

質問者　内田　謙 

福祉行政について 

質問者　後藤　正夫 
水道事業について 

質問者　諸戸　護子 

障害者自立支援法の取り組みについて 

9

8

10

11

これが全部積まれた 
フェロシルトの山 
（瀬戸市北丘町） 
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航空自衛隊小牧基地について 

第三セクターの点検評価について 

介護保険問題について 

後、健診等に行けない状況が出てくるのではないかと
いう心配の声が出された。 
　被爆者が健診等に出かける際、介助する人にも交通
費を助成する考えはないか問う。 
 
【答弁】被爆者自身が高齢に 
なってきており、介助者が必 
要な場合も想定されますので、 
当事者の身体状態や介添えの 
必要性などの実態を調査する 
中で検討します。 
 
 
 
 
 
 
【質問】在日米軍の再編に伴って、横田基地に航空自
衛隊司令部が移転すれば小牧基地と深い関りを持つこ
とになり、基地機能強化が懸念される。現在名古屋空
港ではＣ130Ｈ輸送機は実戦さながらの訓練を繰り
返している。また平成18年度から空中給油・輸送機も
配備されると小牧基地は後方支援の要になる可能性が
ある。市はどのような情報を得、どう考えているか。 
 
【答弁】在日米軍再編は日本の国防に関する問題であり、
国の責任で判断し実施されるべきものと考えています。
また、これに伴う小牧基地との関わりは何も聞いていま
せんし、特にないと認識しています。空中給油・輸送機
の配備に伴い、基地機能の強化がないよう防衛庁に確認
しており、現 
在の基地の位 
置づけ、性格 
を変更して戦 
闘的な部隊を 
編成させない 
という方針を 
変えていませ 
ん。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【質問】私はホテル事業には公共性がないと反対して
いる。勝川開発とホテルの再建計画が進んでいるが、
国の「三セクに関する指針の改定」では、経営状況だけ
でなく地域振興等の公共、公益的使命を果たしている
かという行政上の判断を加味し、三セクの点検・評価
をするよう書いている。需要が少なく赤字続きで、ビ
ジネスホテルに特化するホテル事業がなぜ必要か。 
 
【答弁】ホテル事業については、公式行事、会議、研
修等のほか、結婚式、パーティーなどの場、地域に密
着したコミュニティホテルとしての市民の交流拠点の
提供という社会的便益と、また、勝川地区に、人が集
い、賑わいが創出されるという、国策でもある中心市
街地活性化という公共性が十分に認められる事業であ
ると認識しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】保険者（市）はホームヘルパーの要介護者宅の
「訪問記録」を把握することが不可欠であり、ヘルパー
等が居宅訪問した際、予め作成してあるカードをカー
ドリーダーに通して記録、転送するというモニタリン
グシステムを導入する見解を問う。モデル事業として、
地域を限定するとか、モニターを選んで試行実施する
意向を問う。 
 
【答弁】介護給付費の適正化につきましては、適切な
サービス提供及び介護給付費の削減の観点から大変重
要な課題であると考えています。モニタリングシステ
ムを導入している先進事例を調査しましたところ、一
定の成果が認められます 
ので、導入経費、ランニ 
ングコスト、財政効果、 
市民意識等について、今 
後もさまざまな観点から 
更に調査研究します。 

航空自衛隊小牧基地について 

質問者　宮地　　 

第三セクターの点検評価について 

質問者　蟹江　光正 

介護保険問題について 

質問者　内藤　富江 
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平成18年第１回定例会予定 

編 　 集 　 後 　 記  

▽™月21日�
▽™月23日�
▽™月24日�
 
▽™月27日�
▽£月¡日� 
▽£月™日� 
▽£月£日� 
▽£月§日�
▽£月•日� 
▽£月ª日� 
▽£月10日� 
▽£月14日�

かすがい市議会だより 

　本年初の議会報をお届けします。本市も昨年§
月22日に人口30万人を超え、議会の果たすべき役
割もより大きくなりました。今後も市民の皆様の
ご期待に応えるべく決意を新たに努力してまいり
ます。さて長かった寒も明けて、春の始まり“立
春”とはいっても、¡年中で最も寒い季節を迎え
ています。年の数の豆を食べて“まめ”を祈りなが
ら、暖かい春の訪れを待ちましょう。　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　編集委員一同

意見書の提出 

本会議（市政方針説明） 
本会議（市政方針に対する質問） 
本会議（市政方針に対する質問・ 
　　　　提案理由説明） 
本会議（提案理由説明） 
本会議（質疑） 
文教経済委員会 
厚生委員会 
建設委員会 
総務委員会 

本会議（一般質問） 
 
本会議（採決） 

※議事の都合により、日程が変更になる場合があ 
　ります。　問い合わせ　議事課（☎85－6492） 

掲載以外の質問項目 
●防災対策について 
●生活保護について 
●歩道の再整備について 
●妊婦バッジや関連グッズの普 
　及について 
●通学路の安全対策 
●介護について 
●農業問題について 

　定例会に™件の意見書を議員提出し、可決した後、
地方自治法第99条の規定により、12月15日付で関係行
政機関へ提出しました。
　その要旨は次のとおりです。
▽「真の地方分権改革の確実な実現」についての意見書
　三位一体の改革は、地方の自由度を高め、効率的な
行財政運営を確立することにある。
　地方六団体は、平成18年度までの第¡期改革におい
て、£兆円の税源移譲を確実に実施するため、国庫補
助負担金改革案の提出に続き、去る¶月20日に残り
6,000億円の確実な税源移譲を目指し、改めて小泉内
閣総理大臣に提出したところである。
　政府・与党においては、去る11月30日、「三位一体
の改革について」が決定され、地方への£兆円の税源
移譲、施設整備費国庫補助負担金の一部について税源
移譲の対象とされ、また、生活保護費負担金の地方へ
の負担転嫁を行わなかったことは評価するものである
が、児童扶養手当や児童手当、義務教育費国庫負担金
の負担率の引き下げなど、真の地方分権改革の理念に
沿わない内容や課題も多く含まれ、今後、「真の地方
分権改革の確実な実現」に向け、平成19年度以降も「第
　™期改革」として、更なる改革を強力に推進する必要
がある。
　よって国におかれては、平成18年度の地方税財政対
策において真の地方分権改革を実現するため、次の事
項を実現されるよう強く要望する。
　¡　地方交付税の所要総額の確保
　™　£兆円規模の確実な税源移譲
　£　都市税源の充実確保
　¢　真の地方分権改革のための「第™期改革」の実施
　∞　義務教育費国庫補助負担金について
　§　施設整備費国庫補助負担金について
　¶　法定率分の引き上げ等の確実な財源措置
　•　地方財政計画における決算かい離の同時一体的な
　是正
　ª　「国と地方の協議の場」の制度化
▽公共工事における建設労働者の適正な労働条件確保
についての意見書 

　建設業は、全産業の約10％を占める575万人の就業
者を抱えており、我が国の基幹産業として経済活動と
雇用機会の確保に大きく貢献している。
　しかしながら、建設業界の特徴である元請と下請と
いう関係の中で、建設労働者の賃金体系は現在も不安
定であり、労働者の生活にも影響を及ぼしている。
　我が国では、平成12年11月に「公共工事の入札及び
契約の適正化の促進に関する法律」が制定され、参議
院において「建設労働者の賃金、労働条件の確保が適
切に行われるよう努める」との附帯決議が行われた。
　一方、諸外国では、いわゆる「公契約法」の制定が進
んでおり、公契約における適正な賃金の支払いが確保
されている。
　よって、国におかれては、公共工事における安全や
品質を保証するとともに、建設労働者の適正な労働条
件を確保するため、次の事項について強く要望する。
　¡　公共工事における建設労働者の適正な賃金が確保
　されるよう「公契約法」の制定について検討すること。
　™　「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す
　る法律」の附帯決議について実効ある施策を実施す
　ること。

●財政問題について 
●消費者対策について 
●地震対策について 
●住宅改修費の受領委任払 
　い制度について 
●国民健康保険への加入に 
　ついて 
●戦争遺跡の保存について 
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